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(57)【要約】
【課題】　被照明部材の配光強度の均一性が高く、また
、光源から被照明部材に至る照明光の照明効率低下を抑
制することが可能な照明装置を提供する。
【解決手段】　基板２１に光源２２が配設された光源ユ
ニット２３と、この光源ユニット２３の前方側に配置さ
れ、光源２２からの照明光により照明される液晶表示パ
ネル（被照明部材）２４と、基板２１と液晶表示パネル
２４との間に配置されるケース体２７とを備え、このケ
ース体２７には、光源２２に対応するように設けられる
空洞部５０と、この空洞部５０を取り囲む本体部６０と
が形成されてなる照明装置において、空洞部５０と本体
部６０との境界部分となる本体部６０の内壁部は、光源
２２側に形成され光源２２の発光面の法線方向に対して
外側に傾斜する傾斜面６１ｅ、６２ｅと、液晶表示パネ
ル２４側に形成され前記法線方向に対して平行な平行面
６１ｆ、６２ｆと、を有してなる。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
基板に光源が配設された光源ユニットと、
前記光源ユニットの前方側に配置され、前記光源からの照明光により照明される被照明部
材と、
前記基板と前記被照明部材との間に配置されるケース体とを備え、
前記ケース体には、前記光源に対応するように設けられる空洞部と、前記空洞部を取り囲
む本体部とが形成されてなる照明装置において、
前記空洞部と前記本体部との境界部分となる前記本体部の内壁部は、前記光源側に形成さ
れ前記光源の発光面の法線方向に対して外側に傾斜する傾斜面と、前記被照明部材側に形
成され前記法線方向に対して平行な平行面と、を有してなることを特徴とする照明装置。
【請求項２】
前記内壁部として、前記空洞部を介して対向する複数組の内壁部を有し、前記傾斜面の傾
きが各組で異なることを特徴とする請求項１記載の照明装置。
【請求項３】
前記内壁部を鏡面状態としたことを特徴とする請求項１記載の照明装置。
【請求項４】
前記本体部が、前記空洞部を介して対向する一対の基部を有するように分割形成されてな
ることを特徴とする請求項１記載の照明装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えばヘッドアップディスプレイに搭載される液晶表示パネル（被照明部材
）を照明するための照明装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、回路基板（基板）上に複数個のＬＥＤ（光源）が密集するように実装（配設
）された光源ユニットと、この光源ユニットの前方側に配置され、光源からの照明光によ
り照明される液晶表示パネル（被照明部材）と、回路基板と液晶表示パネルとの間に配置
されるケース体とを備えた照明装置は、例えば特許文献１に記載のごとく、ヘッドアップ
ディスプレイ装置等に広く使用されている。
【０００３】
　前述したケース体は、白色合成樹脂からなり、略枠形状に形成され、各光源に対応する
ように設けられた照明空間としての空洞部と、この空洞部を取り囲むように形成された略
枠状の本体部とを有し、各光源を包囲するように回路基板上に載置された構成となってい
る。かかる構成によれば、各光源から発せられた照明光は、空洞部を通過して液晶表示パ
ネル側へと導かれ、これにより液晶表示パネルがバックライト照明されるようになってい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００３－３４１３８４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、各光源（各ＬＥＤ）から発せられる照明光は、放射角（光照射領域角度）が
大きく、様々な方向へ進む。このため、特許文献１に記載の照明装置のように、複数個の
光源が回路基板上に高密度実装されるとともに、ケース体（本体部）が各光源を包囲する
ように回路基板上に載置された構成では、ケース体（本体部）の付近となる回路基板上に
実装された光源からの照明光の一部が、白色樹脂にて形成された本体部の内周面（内壁部
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）にあたって反射され、ケース体の空洞部を通過して液晶表示パネル側に導かれることに
なる。
【０００６】
　しかしながら、特許文献１の構成の場合、照明光がケース体の内壁で反射することでケ
ース体射出面での配光強度分布がなだらかになるため液晶表示パネル（被照明部材）での
配光強度の均一性は高いものの、各光源から発せられる照明光のうち放射角が一定よりも
大きい光はケース体内面で反射を繰り返した後に放射角以上の角度で外部に射出されるた
め液晶表示パネルには至らない。これにより各光源から液晶表示パネルに至る光量が不足
し、照明効率が低下してしまうという問題点があり、この点で更なる改良の余地が残され
ていた。
　そこで本発明は、前述の課題に対して対処するため、被照明部材の配光強度の均一性が
高く、また、光源から被照明部材に至る照明光の照明効率低下を抑制することが可能な照
明装置の提供を目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、前記課題を解決するために、基板に光源が配設された光源ユニットと、
前記光源ユニットの前方側に配置され、前記光源からの照明光により照明される被照明部
材と、
前記基板と前記被照明部材との間に配置されるケース体とを備え、
前記ケース体には、前記光源に対応するように設けられる空洞部と、前記空洞部を取り囲
む本体部とが形成されてなる照明装置において、
前記空洞部と前記本体部との境界部分となる前記本体部の内壁部は、前記光源側に形成さ
れ前記光源の発光面の法線方向に対して外側に傾斜する傾斜面と、前記被照明部材側に形
成され前記法線方向に対して平行な平行面と、を有してなることを特徴とする。
【０００８】
　また、前記内壁部として前記空洞部を介して対向する複数組の内壁部を有し、前記傾斜
面の傾きが各組で異なることを特徴とする。
【０００９】
　また、前記内壁部を鏡面状態としたことを特徴とする。
【００１０】
　また、前記本体部が、前記空洞部を介して対向する一対の基部を有するように分割形成
されてなることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、被照明部材の配光強度の均一性が高く、また、光源から被照明部材に
至る照明光の照明効率低下を抑制することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の実施形態によるヘッドアップディスプレイ装置の概略図。
【図２】同実施形態による表示装置の断面図。
【図３】同実施形態による照明装置の断面図。
【図４】同実施形態によるケース体と基板を示す斜視図。
【図５】同実施形態によるケース体の内壁部を示す要部断面図。
【図６】同実施形態及び従来例によるケース体の内壁部を示す要部断面図。
【図７】（ａ）は同実施形態の変形例による第２の対向壁部と第３の対向壁部との連結状
態を示す要部断面図であり、（ｂ）は同実施形態の変形例による第１の対向壁部と第４の
対向壁部との連結状態を示す要部断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、図１から図７に基づいて、本発明を車両用のヘッドアップディスプレイ装置に適
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用した一実施形態を説明する。
【００１４】
　ヘッドアップディスプレイ装置は、図１に示すように車両１０のインパネ１１内部に配
設された表示ユニットである表示装置１２が投射する表示光Ｌを投影部材である車両１０
のフロントガラス１３で車両１０の運転者（利用者）１４の方向に反射させ、虚像Ｖの表
示を行うものである。
【００１５】
　換言すれば、車両用ヘッドアップディスプレイ装置は、表示装置１２の後述する表示器
から発せられる表示光Ｌをフロントガラス１３（前記投影部材）に照射（投射）し、この
照射によって得られた虚像（表示像）Ｖを運転者１４に視認させるものである。これによ
り運転者１４は、運転席の正面前方に表示される虚像Ｖを風景と重畳させて観察すること
ができる。
【００１６】
　表示装置１２は、図２に示すように照明装置である表示器２０と、反射器３０と、ハウ
ジング４０とから主に構成されている。
【００１７】
　表示器２０は、図３に詳しく示すように、基板である回路基板２１上に複数個（例えば
２個）の光源２２が実装（配設）された光源ユニット２３と、各光源２２からの照明光に
より透過照明される被照明部材である液晶表示パネル２４と、光源ユニット２３と液晶表
示パネル２４との間に配置される拡散部材２５と、この拡散部材２５と液晶表示パネル２
４との間に位置するレンズ部材２６と、各光源２２を包囲するように回路基板２１と拡散
部材２５（液晶表示パネル２４）との間に配置されるケース体２７と、これら各部を保持
して収容する筐体２８とを備えてなる。
【００１８】
　回路基板２１は、例えば所定の配線パターンが施された熱伝導性の高いアルミ基板から
なり、前記配線パターン上に各光源２２が搭載されている。なお、２１ａ、２１ｂは、ケ
ース体２７に設けられる後述する第１、第２の貫通孔とそれぞれ連通するように設けられ
る略円形の第１、第２の孔部であり、これら孔部２１ａ、２１ｂは、回路基板２１の両端
側にそれぞれ形成されている（図４参照）。
【００１９】
　光源２２は、例えば適宜色を発するチップ型発光ダイオードからなり、拡散部材２５（
液晶表示パネル２４）に照明光を供給する発光体である。
【００２０】
　液晶表示パネル２４は、例えば一対の透光性基板に液晶を封入した液晶セルの前後面に
偏光膜を各々設けたＴＦＴ（薄膜トランジスタ）型の液晶表示素子からなり、各光源２２
からの照明光（換言すればレンズ部材２６から出射される平行出射光）を透過して表示光
Ｌを形成するように光源ユニット２３（レンズ部材２６）の前方側に配置されている。
【００２１】
　かかる液晶表示パネル２４は、車両１０に設けられる車速センサやエンジン回転センサ
からの出力信号に基づいて車速，エンジン回転数を計測する演算回路（図示せず）並びに
この演算結果に基づいて前記液晶を駆動するパネル駆動回路（後述する）によって、車両
１０の速度またはエンジン回転数の計測値を数値として表示することができる。
【００２２】
　なお、液晶表示パネル２４によって表示される表示情報は、車速やエンジン回転数に限
らず任意であり、例えば走行距離情報、ナビゲーション情報、外気温情報であってもよい
。
【００２３】
　拡散部材２５は、例えば乳白色を有する光透過性の合成樹脂からなり、略平板状に形成
され、ケース体２７に設けられる後述する空洞部を塞ぐようにケース体２７上に載置され
ている。かかる拡散部材２５は、各光源２２から発せられ、レンズ部材２６側へと向かう
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照明光を略均一に拡散させるための光拡散板としての機能を有してなる。
【００２４】
　レンズ部材２６は、透光性合成樹脂からなり、背面側（拡散部材２５側）が平坦面であ
るとともに前面側（液晶表示パネル２４側）が凸面である凸レンズからなり、拡散部材２
５から出射される拡散出射光を集光させる集光部材としての機能を有している。つまり、
レンズ部材２６は、前記拡散出射光に対し所望の屈折を与え、略平行光束化された平行出
射光を液晶表示パネル２４側に向けて出射するようになっている。
【００２５】
　ケース体２７は、合成樹脂材料からなり、略枠形状に形成され、各光源２２からの照明
光が導入される空洞部５０と、この空洞部５０を取り囲むように設けられる本体部６０と
を備えている。
【００２６】
　空洞部５０は、各光源２２に対応するように設けられ、各光源２２から発せられる照明
光を拡散部材２５側（つまり液晶表示パネル２４側）へと導く照明空間として形成されて
いる。
【００２７】
　本体部６０は、図４に示すように対をなすように２つに分割形成された構成となってい
る。具体的には、本体部６０は、図４中、左方に位置する第１の基部６１と、図４中、右
方に位置する第２の基部６２とに分割された構成となっている。つまり、この場合、本体
部６０は、空洞部５０を介して一対の基部６１、６２を有するように分割形成された構成
となっている。
【００２８】
　また、この場合、第１の基部６１と第２の基部６２とは、幾何学的に言うと、液晶表示
パネル２４側からケース体２７を正視したときに、仮想中心点である図４中、回路基板２
１の中心点Ｃ（もしくは詳細図示は省略するが各基部６１、６２を組み合わせた外形形状
と略同一の外形形状を有する拡散部材２５の中心点）を中心として点対称な形状となって
いる。すなわち、中心点Ｃを中心として第１の基部６１を１８０度だけ回転すると、第１
の基部６１が第２の基部６２に完全に重なる形状となっている。
【００２９】
　第１の基部６１は、第２の基部６２の後述する第３の対向壁部と対向する立壁部からな
る第１の対向壁部６１ａと、第２の基部６２の後述する第４の対向壁部と対向する立壁部
からなる第２の対向壁部６１ｂと、第１の対向壁部６１ａの下端側から回路基板２１と平
行状態をなすように図４中、矢印Ｘ方向に延在する平板状の第１の鍔部６１ｃとが一体形
成された構成となっている。
【００３０】
　そして、空洞部５０と第１の基部６１（本体部６０）との境界部分となる第１の対向壁
部６１ａの内壁部並びに空洞部５０と第１の基部６１（本体部６０）との境界部分となる
第２の対向壁部６１ｂの内壁部（内壁面）には、アルミ蒸着やクロムメッキ等によって鏡
面状態となる鏡面層６３が形成される。
【００３１】
　なお、詳細図示は省略するが、図４において、第４の対向壁部６２ｂと対向する第１の
対向壁部６１ａ箇所には、鏡面層６３が形成されないようになっている。また、第１の鍔
部６１ｃには、回路基板２１に設けられた第１の孔部２１ａと連通するように設けられ、
ネジＳのネジ部が貫通する第１の貫通孔６１ｄが形成されている。
【００３２】
　また同様に、第２の基部６２は、第１の対向壁部６１ａと対向する立壁部からなる第３
の対向壁部６２ａと、第２の対向壁部６１ｂと対向する立壁部からなる第４の対向壁部６
２ｂと、第３の対向壁部６２ａの下端側から回路基板２１と平行状態をなすように図４中
、矢印Ｘ方向とは反対方向に延在する平板状の第２の鍔部６２ｃとが一体形成された構成
となっている。
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【００３３】
　そして、空洞部５０と第２の基部６２（本体部６０）との境界部分となる第３の対向壁
部６２ａの内壁部並びに空洞部５０と第２の基部６２（本体部６０）との境界部分となる
第４の対向壁部６２ｂの内壁部には、アルミ蒸着やクロムメッキ等によって鏡面状態とな
る前述した鏡面層６３が形成される。
【００３４】
　なお、詳細図示は省略するが、図４において、第２の対向壁部６１ｂと対向する第３の
対向壁部６２ａ箇所には、鏡面層６３が形成されないようになっている。また、第２の鍔
部６２ｃには、回路基板２１に設けられた第２の孔部２１ｂと連通するように設けられ、
ネジＳのネジ部が貫通する第２の貫通孔６２ｄが形成されている。
【００３５】
　ここで、第１～第４の対向壁６１ａ、６１ｂ、６２ａ、６２ａの各内壁部は、空洞部５
０を介して対向する２組の内壁部となる（第１の対向壁６１ａの内壁部と第３の対向壁６
２ａの内壁部とで１組となり、第２の対向壁６１ｂの内壁部と第４の対向壁６２ｂの内壁
部とで１組となる）。図５は、各組の内壁部を簡略して示すものであり、鏡面層６３等を
省略して図示している。そして、第１の対向壁６１ａの内壁部は、光源２２側に形成され
光源２２の発光面の法線方向Ｄに対して外側に角度θ１傾斜する傾斜面６１ｅと、液晶表
示パネル２４側に形成され法線方向Ｄに対して平行な平行面６１ｆと、を有する（図５（
ａ）参照）。また、第２の対向壁６１ｂの内壁部は、光源２２側に形成され法線方向Ｄに
対して外側に角度θ２傾斜する傾斜面６１ｇと、液晶表示パネル２４側に形成され法線方
向Ｄに対して平行な平行面６２ｈと、を有する（図５（ｂ）参照）。また、第３の対向壁
６２ａの内壁部は、法線方向Ｄに対して外側に角度θ１傾斜する傾斜面６２ｅと、液晶表
示パネル２４側に形成され法線方向Ｄに対して平行な平行面６２ｆと、を有する（図５（
ａ）参照）。また、第４の対向壁６２ｂの内壁部は、光源２２側に形成され法線方向Ｄに
対して外側に角度θ２傾斜する傾斜面６２ｇと、液晶表示パネル２４側に形成され法線方
向Ｄに対して平行な平行面６２ｈと、を有する（図５（ｂ）参照）。なお、角度θ１と角
度θ２とは異なる角度である。
【００３６】
　筐体２８は、合成樹脂材料からなり、略箱形状にて形成され、光源ユニット２３、液晶
表示パネル２４、拡散部材２５、レンズ部材２６並びにケース体２７を収納する収納部材
としての機能を有しており、液晶表示パネル２４の表示エリア（図示せず）を臨ませるた
めの開口部２８ａを備えている。
【００３７】
　次に、回路基板２１とケース体２７とに着目し、これら両者を組み付けるための組み付
け例を説明する。まず、第１の対向壁部６１ａの内壁部と第３の対向壁部６２ａの内壁部
、及び第２の対向壁部６１ｂの内壁部と第４の対向壁部６２ｂの内壁部とがそれぞれ向か
い合うように第１の基部６１と第２の基部６２とを位置合わせする。
【００３８】
　次に、第３の対向壁部６２ａに対応する第２の対向壁部６１ｂ箇所となる第１の側面部
Ｒ１並びに第１の対向壁部６１ａに対応する第４の対向壁部６２ｂ箇所となる第２の側面
部Ｒ２に両面テープ（図示せず）を貼り付ける。そして、この状態から第２の基部６２を
矢印Ｘ方向に沿うように平行移動させることで、第１の側面部Ｒ１がこれに対向する第３
の対向壁部６２ａ箇所に接合されると同時に第２の側面部Ｒ２がこれに対向する第１の対
向壁部６１ａ箇所に接合される。すると、第１の基部６１と第２の基部６２とで囲まれる
空間領域に前記照明空間である空洞部５０が形成されるとともに、各光源２２に対応する
ように設けられる空洞部５０の周囲は全て鏡面層６３によって囲まれた状態となる。
【００３９】
　次に、第１の鍔部６１ｃの第１の貫通孔６１ｄが回路基板２１の第１の孔部２１ａに連
通し、且つ第２の鍔部６２ｃの第２の貫通孔６２ｄが回路基板２１の第２の孔部２１ｂに
連通するように、回路基板２１上にケース体２７を載置する。最後に、ネジＳのネジ部を
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第１、第２の鍔部６１ｃ、６１ｄの前面側から第１、第２の貫通孔６１ｄ、６２ｄ及び第
１、第２の孔部２１ａ、２１ｂに各々貫通させ、回路基板２１の背後に突出してなる前記
ネジ部の下端部にナットＮを螺合させることで、回路基板２１とケース体２７の組み付け
が完了する。
【００４０】
　従って、各光源２２から発せられる照明光は、ケース体２７に形成された空洞部５０を
通過してケース体２７（基部６０）上に載置された拡散部材２５へと導かれる。この際、
各光源２２の放射角（光照射領域角度）が大きいことに起因して、例えば図３中、上側に
位置する光源２２から発せられる照明光の一部が、本体部６０の第２の基部６２の内壁部
にあたって反射したり、あるいは図３中、下側に位置する光源２２から発せられる照明光
の一部が、本体部６０の第１の基部６１の内壁部にあたって反射したりすることが考えら
れる。かかる構成においては、図６（ａ）に簡略して示すように、例えば本体部６０の内
壁部全体が光源２２の発光面の法線方向Ｄと平行である場合、光源２２から発せられる照
明光は本体部６０の内壁部で反射することで本体部６０の射出面での配光強度分布がなだ
らかになるため、液晶表示パネル２４での配光強度の均一性は高くなる。しかし、光源２
２から法線方向に対して所定角度以上の角度θ０を持って出射した光Ｌ０は、本体部６０
から出射する際にも法線方向Ｄに対して同一の角度を有することとなり、拡散部材２５を
通過する際に拡散されるものの、レンズ部材２６には入射せずに外部に放射される。した
がって、本体部６０の内壁部全体が光源２２の発光面の法線方向Ｄと平行である構成では
、レンズ部材２６入射時の光量損失が生じ、被照明部材である液晶表示パネルに至る照明
光の光量が不足するという問題が生じる。
【００４１】
　これに対して、本実施形態では、本体部６０の複数の内壁部の光源側２２に法線方向Ｄ
に対して外側に傾斜した傾斜面６１ｅ、６１ｇ、６２ｅ、６２ｇを形成し、また、液晶表
示パネル２４側に法線方向Ｄに対して平行な平行面６１ｆ、６１ｈ、６２ｆ、６２ｈを形
成した構成となっている。例えば図６（ｂ）に示すように、光源２２からの照明光のうち
従来はレンズ部材２６に入射しなかった光Ｌ０は、傾斜面６１ｅ、６２ｅで反射されるこ
とで法線方向Ｄに対する角度が小さい状態で拡散部材２５から出射され、レンズ部材２６
に入射する。これにより各光源２２からの照明光がレンズ部材２６に入射されるため、光
源２２からレンズ部材２６に至る照明光の照明効率（導光効率）の低下を防止（抑制）す
ることができる。なお、傾斜面６１ｇ、６２ｇにおいても同様の効果が得られる。また、
本体部６０の複数の内壁部の液晶パネル２４側を法線方向Ｄに対して平行な平行面６１ｆ
、６１ｈ、６２ｆ、６２ｈとすることで、光源２２から法線方向Ｄに対して小さい角度を
持って出射した光は、直接あるいは平行面６１ｆ、６１ｈ、６２ｆ、６２ｈで反射して法
線方向Ｄに対する角度を保ったまま本体部６０から出射し、拡散部材２５を通過してレン
ズ部材２６に入射する。ここで傾斜面６１ｅ、６１ｇ、６２ｅ、６２ｇで反射される光の
強度に対して、直接出射するあるいは平行面６１ｆ、６１ｈ、６２ｆ、６２ｈで反射され
る光の強度の方が大きいため、照明効率を向上させる一方で、液晶表示パネル２４では従
来と同様の配光強度の均一性を保つことができる。なお、傾斜面６１ｅ、６１ｇ、６２ｅ
、６２ｇは、従来の法線方向Ｄに対して平行な面のみではレンズ部材２６に入射できない
光Ｌ０を反射することを目的に形成されるものであり、これらの面積は連続形成される各
平行面６１ｆ、６１ｈ、６２ｆ、６２ｈの面積よりも小さい。また、本体部６０の出射口
は矩形状であり、長手方向、短手方向のそれぞれで良好な配光角を得るべく、対になる第
一の対向壁部６１ａの傾斜面６１ｅ及び第三の対向壁部６２ａの傾斜面６２ｅの法線方向
Ｄに対する角度θ１と同じく対になる第二の対向壁部６１ｂの傾斜面６１ｇと第四の対向
壁部６２ｂの傾斜面６２ｇの法線方向Ｄに対する角度θ２とは異なる角度となるように各
傾斜面が形成されている。なお傾斜させる角度θ１及びθ２は本体部６０の出射口の面積
や本体部６０の高さ等から適宜決定されるものである。
【００４２】
　また、従来のように本体部（本体部内壁部）が白色樹脂で形成されている構成では、内
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壁部反射時の光量損失が生じ、被照明部材である液晶表示パネルに至る照明光の光量が不
足するという問題が生じる。
【００４３】
　ところが、本実施形態では、この内壁部反射時の光量損失を最小限とすべく、空洞部５
０周囲となる各基部６１、６２の内壁部には光反射率の高い鏡面層６３が形成された構成
となっている（換言すれば空洞部５０と本体部６０との境界部分となる本体部６０の内壁
部が鏡面状態となっている）ことで、第１、第２の基部６１、６２の内壁部にあたって反
射される光源２２からの照明光の一部は、減衰されることなく拡散部材２５側へと導かれ
る。換言すれば、本体部６０の内壁部を鏡面状態とすることで、前述した内壁部反射時の
光量損失が十分に抑制され、これにより各光源２２からの照明光がロスなく拡散部材２５
側に導かれるため、光源２２から拡散部材２５に至る照明光の照明効率（導光効率）の低
下を防止（抑制）することができる。
【００４４】
　そして、拡散部材２５から出射される前記拡散出射光は、その光量がロスすることなく
、レンズ部材２６を通過した後、前記平行出射光としてレンズ部材２６から出射される。
このレンズ部材２６から出射される前記平行出射光によって液晶表示パネル２４は透過照
明され、これにより液晶表示パネル２４から表示光Ｌが発せられる。かかる液晶表示パネ
ル２４から発せられる表示光Ｌは、その光量がロスすることなく（つまり前述した照明効
率の低下が抑制された状態にて）、筐体２８の開口部２８ａを通過して反射器３０側に導
かれる。
【００４５】
　反射器３０は、液晶表示パネル２４から発せられた表示光Ｌを反射させる凹面鏡（反射
部材）３１と、この凹面鏡３１を保持する合成樹脂からなるミラーホルダ３２とを備えて
なる。
【００４６】
　凹面鏡３１は、凹面を有するポリカーボネートからなる樹脂基板に反射層３１ａを蒸着
形成してなるものである。かかる凹面鏡３１は、その反射層３１ａが液晶表示パネル２４
並びにハウジング４０の後述する透光性カバーに対向し、前記透光性カバーから臨める位
置に傾斜状態にて配設される。
【００４７】
　また凹面鏡３１は、表示器２０からの表示光Ｌを拡大しつつ、前記透光性カバー（車両
１０のフロントガラス１３）側へ反射させるものである。このことは、凹面鏡３１が、表
示器２０から発せられる表示光Ｌを拡大し、この拡大された表示光Ｌを前記透光性カバー
を通じてフロントガラス１３に投射することを意味している。なお、凹面鏡３１は、ミラ
ーホルダ３２に両面粘着テープにより接着されている。
【００４８】
　ハウジング４０は、例えば黒色の遮光性合成樹脂材料からなり、略箱型形状に形成され
、その内部空間である空間部４１に表示器２０及び反射器３０を保持して収容するもので
あり、反射器３０における凹面鏡３１の配設位置の上部（フロントガラス１３側）が開口
する開口窓部４２を備えてなる。
【００４９】
　またハウジング４０には、開口窓部４２を塞ぐように出射部である透光性カバー４３が
配設されてなる。かかる透光性カバー４３は、透光性の合成樹脂材料（例えばアクリル樹
脂）からなり、凹面鏡３１で反射された表示光Ｌが透過（通過）する光透過性部材として
の機能を有している。つまり、凹面鏡３１によって反射された表示光Ｌは、ハウジング４
０に形成された透光性カバー４３を通じてフロントガラス１３に照射され、この照射によ
って得られた虚像Ｖを運転者１４が視認することになる。
【００５０】
　以上のように本実施形態では、回路基板（基板）２１に光源２２が実装（配設）された
光源ユニット２３と、この光源ユニット２３の前方側に配置され、光源２２からの照明光
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により照明される液晶表示パネル２４と、回路基板２１と液晶表示パネル２４との間に配
置されるケース体２７とを備え、このケース体２７には、光源２２に対応するように設け
られる空洞部５０と、この空洞部５０を取り囲む本体部６０とが形成されてなる照明装置
２０において、本体部６０の複数の内壁部の光源２２側に光源２２の発光面の法線方向Ｄ
に対して外側に傾斜した傾斜面６１ｅ、６１ｇ、６２ｅ、６２ｇを形成し、また、液晶表
示パネル２４側に法線方向Ｄに対して平行な平行面６１ｆ、６１ｈ、６２ｆ、６２ｈを形
成することにより、法線方向Ｄに対して大きな角度を持って出射した光Ｌ０をレンズ部材
２６に入射させることができ、光源２２からの照明光の一部が減衰されることなくレンズ
部材２６（液晶表示パネル２４側）へと導かれることで、各光源２２から被照明部材であ
る液晶表示パネル２４に至る照明光の照明効率（導光効率）の低下を抑制することができ
る。
【００５１】
　また本実施形態では、空洞部５０と本体部６０との境界部分となる本体部６０の内壁部
を鏡面状態としたことにより、本体部６０（各基部６１、６２）の内壁部にあたって反射
される光源２２からの照明光の一部が減衰されることなく拡散部材２５側（液晶表示パネ
ル２４側）へと導かれることで、各光源２２から被照明部材である液晶表示パネル２４に
至る照明光の照明効率（導光効率）の低下を抑制することができる。
【００５２】
　また本実施形態では、対になる第一の対向壁部６１ａの傾斜面６１ｅ及び第三の対向壁
部６２ａの傾斜面６２ｅの法線方向Ｄに対する角度θ１と同じく対になる第二の対向壁部
６１ｂの傾斜面６１ｇと第四の対向壁部６２ｂの傾斜面６２ｇの法線方向Ｄに対する角度
θ２とが異なる角度（傾き）となるように各組の傾斜面を形成することにより、本体部６
０の出射口の形状に応じて長手方向、短手方向のそれぞれで良好な配光角を得ることがで
きる。
【００５３】
　また本実施形態では、本体部６０が、空洞部５０を介して第１の基部６１と第２の基部
６２とを有するように分割形成されていることにより、第１の基部６１における各対向壁
部６１ａ、６１ｂの内壁部並びに第２の基部６２における各対向壁部６２ａ、６２ｂの内
壁部に鏡面層６３を容易に形成することができる。
【００５４】
　また本実施形態では、各基部６１、６２の内壁部に鏡面層６３が形成されている例につ
いて説明したが、例えば鏡面層６３に傷等が付かないように、鏡面層６３内周面に必要に
応じて鏡面層６３を保護する透明なオーバーコート層からなる保護層を積層形成してもよ
い。
【００５５】
　また本実施形態では、回路基板２１上に２個の光源２２が実装されている例について説
明したが、回路基板２１上に実装される光源２２の個数は、１個でもよいし３個以上であ
ってもよい。
【００５６】
　また本実施形態では、第１の側面部Ｒ１とこれに対向する第３の対向壁部６２ａ箇所と
が両面テープにより接合されるとともに第２の側面部Ｒ２とこれに対向する第１の対向壁
部６１ａ箇所とが両面テープにより接合されることで、第１の基部６１が第２の基部６２
に組み付けられる例について説明したが、例えば本第１実施形態の変形例として図７（ａ
）、（ｂ）に示すごとく第１の基部６１と第２の基部６２とを部分的に凹凸結合させる構
成としてもよい。
【００５７】
　具体的には、図４中、上方側となる第２の対向壁部６１ｂと第３の対向壁部６２ａとの
連結箇所付近である図７（ａ）に示すように、第２の対向壁部６１ｂに第３の対向壁部６
２ａ側に向けて突出する薄板状の凸部（突起部）からなる第１の位置決め部Ｔ１を設ける
とともに第３の対向壁部６２ａに第１の位置決め部Ｔ１が位置決めされる凹部（溝）形状
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からなる第１の被位置決め部Ｔ２を設け、また図４中、上方側となる第１の対向壁部６１
ａと第４の対向壁部６２ｂとの連結箇所付近である図７（ｂ）に示すように、第４の対向
壁部６２ｂに第１の対向壁部６１ａ側に向けて突出する薄板状の凸部（突起部）からなる
第２の位置決め部Ｔ３を設けるとともに第１の対向壁部６１ａに第２の位置決め部Ｔ３が
位置決めされる凹部（溝）形状からなる第２の被位置決め部Ｔ４を設けた構成となってい
る。
【００５８】
　そして、第１の位置決め部Ｔ１が第１の被位置決め部Ｔ２に位置決めされ、第２の位置
決め部Ｔ３が第２の被位置決め部Ｔ４に位置決めされることで、第１の基部６１と第２の
基部６２とを部分的に凹凸結合させ、この凹凸結合により連結固定された状態の本体部６
０と回路基板２１とがネジＳ、ナットＮを用いてに固定される構成となる。
【００５９】
　なお前記各実施形態では、液晶表示パネル２４から発せられる表示光Ｌが、フロントガ
ラス１３に投射される例について説明したが、例えばフロントガラス１３に表示光Ｌを良
好に運転者１４方向に反射させるコンバイナフィルムを設けてもよいし、あるいはフロン
トガラス１３とは別の専用の反射体に表示光Ｌを投射する構成としてもよい。
【符号の説明】
【００６０】
　２０　　表示器（照明装置）
　２１　　回路基板（基板）
　２２　　光源
　２３　　光源ユニット
　２４　　液晶表示パネル（被照明部材）
　２５　　拡散部材
　２６　　レンズ部材
　２７　　ケース体
　２８　　筐体
　５０　　空洞部
　６０　　本体部
　６１　　第１の基部
　６１ａ　第１の対向壁部
　６１ｂ　第２の対向壁部
　６１ｅ、６１ｇ　傾斜面
　６１ｆ、６１ｈ　平行面
　６２　　第２の基部
　６２ａ　第３の対向壁部
　６２ｂ　第４の対向壁部
　６２ｅ、６２ｇ　傾斜面
　６２ｆ、６２ｈ　平行面
　Ｒ１　　第１の側面部
　Ｒ２　　第２の側面部
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